
 

 

 

 

第１号様式（第６条関係） 

 令和○年○月○日 

  高知市長       様 

   

                     申請者 組 織 名 ○○町内会防災会 

                       代表者住所 高知市○○町△番○号             

                        代表者職名・氏名 会長 高知 太郎  

  

高知市防災資機材等整備費補助金交付申請書 

 

高知市防災資機材等整備費補助金の交付を受けたいので，高知市防災資機材等整備費補助金

交付要綱第６条の規定により，関係書類を添えて下記のとおり交付を申請します。また，高知

市事業等からの暴力団の排除に関する規則第４条各号に掲げる者に該当しないことを誓約し

ます。 

記 

 

１ 補助金交付申請額  金   ４５０，０００   円   

２ 事業費内訳                                   

 

３ 添付書類 

 ⑴ 高知市防災資機材等整備実施計画書（第２号様式） 

 ⑵ 見積りの根拠となる書類 

 

 

 

 

 

 

 

事業費総額 補助対象経費 
負   担   区   分 

補助金 事業主体 

９００，０００円 ９００，０００円 ４５０，０００円 ４５０，０００円 

地域防災推進課に提出する日を記入してください。 

事業費の１／２以下の金

額を記入してください。 

（補助上限額：75 万円） 

見積金額の総額（税込）を記入

してください。補助対象外の分

は記入しないでください。 

記入例① 

端数が生じた場合は事業主体の負担とな

ります。 

例 事業費総額：100,001 円の場合 

   補助金：50,000 円 

   事業主体：50,001 円 となります 



 

 

 

第２号様式（第６条関係） 

高知市防災資機材等整備実施計画書 

１ 実施計画 

資機材等名 単価 数量 金額 保管場所 

防災倉庫 
(○メーカー ND2908) 

151,200 円 １ 151,200 円 
高知市○○ △番地 

発電機 116,311 円 １ 116,311 円 上記防災倉庫内 

 円  円  

 円  円  

 円  円  

 円  円  

 
円  円  

 
円  円  

 
円  円  

 
円  円  

 

 
円  円  

 
円  円  

 
円  円  

 
円  円  

 
円  円  

 
円  円  

 
円  円  

 
円  円  

合計金額       267,511 円 

事業完了予定年月日 令和○年 ○月 ○日 

２ 添付書類 

 事業主体と土地建物の所有者との間に交わした事業用地使用許可証等の写し（防災資機材

等を購入し，及び設置する場合） 

 

記入例② 

購入した資機材を保管(設置)する場所を記

入してください。 

※ 防災倉庫等の用地を占有する資機材等

を設置する場合は，用地使用許可書等

の写しも添付してください。 

事業完了予定年月日は令和７年３月 14 日まで

の日付を記入してください。 



 

 

 

宛名は市役所に届けている自主防災組織の名
称を正確に記入してもらう必要があります。 
（例：宛名が個人名などは×） 

見積金額に消費税が含まれているかど
うかに注意して申請書を作成してくだ
さい。 

ごくまれに計算が誤っている場
合がありますので，念のため検
算をしてください。 

令和○年○月○日 



 

本制度には概算払の制度がありませんので，申請組織による事業

費の全額立替払いが必要になります。 

整備に着手する際には，申請書をご提出いただいた後にお送りする

「交付決定通知書」の日付以降にお願いします。 
また，令和７年３月 1４日(金)までに事業を完了してください。 

注意事項 

防災倉庫の設置につきまして，倉庫の寸法（奥行き１ｍ超）等の条件

によっては，事前に建築確認や建築許可等の申請手続をしなけ

ればならない場合がありますので，ご注意ください。また，建築基準

法に適合した基礎構造への追加施工等が必要となることがあります。 

なお，建築確認申請のために設計事務所などに支払う代行手

数料についても補助対象となります。合わせて自主防災組織が設

置する防災倉庫に係る建築確認申請手数料については納付が免除さ

れる場合がありますので，詳しくはお問い合わせください。 

完了報告書は事業完了後 30 日以内か令和７年３月 14 日(金)の

いずれか早い日までに提出してください。 

本制度は高知市防災施設等整備事業費助成金を改正したものです。本

制度では過去の補助額累積によらず，単年度で 75 万円以下(補

助対象経費の１/２以下)を補助 するものです。残りの１/２は

自主防災組織等の負担になります。 

 


